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(57)【要約】
　粉末供給装置（１００；２００）と方法である。粉末
供給装置（１００；２００）は、互いに隙間（１０８；
２０８）をあけて隣り合う第１と第２の円筒ローラ（１
０６，１０７；２０６，２０７）を含み得る。第１ロー
ラ（１０６；２０６）は第２ローラ（１０７；２０７）
とは独立して断続的に回転できる。第２ローラは第１ロ
ーラとは独立して断続的に回転できる。ホッパ（１０２
；２０２）からの粉末は、１つ又は両方のローラの回転
にともなって隙間から供給される。粉末供給方法は第１
及び第２ローラを断続的及び交互に動かしてホッパから
粉末を供給する方法を含む。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　側壁と底面を有するホッパであって、前記底面は第１と第２の円筒状ローラを含み、当
該２つのローラは互いに隣り合って配置され、前記ホッパ底面において当該２つのローラ
の間にスロット状の開口を規定するように構成されている、ホッパと、
　前記第１と第２のローラを回転させる駆動システムと、
　前記駆動システムを制御する制御システムと、を含み、
　前記駆動システム及び制御システムは、前記第１ローラを前記第２ローラとは独立して
断続的に回転させるように構成されている、粉末供給装置。
【請求項２】
　前記駆動システム及び制御システムは、前記第２ローラを前記第１ローラとは独立して
断続的に回転させるように構成されている、請求項１に記載の粉末供給装置。
【請求項３】
　前記駆動システムは、前記第１ローラと結合された第１モータと、前記第２ローラと結
合された第２モータを含む、請求項１又は２に記載の粉末供給装置。
【請求項４】
　前記制御システムは、前記第１モータのための第１コントローラと、前記第２モータの
ための第２コントローラとを含む、請求項１～３のいずれか１項に記載の粉末供給装置。
【請求項５】
　前記制御システムは、前記第２ローラが停止しているときに前記第１ローラを回転させ
るように構成されている、請求項１～４のいずれか１項に記載の粉末供給装置。
【請求項６】
　前記制御システムは、前記第１ローラが停止しているときに前記第２ローラを回転させ
るように構成されている、請求項１～５のいずれか１項に記載の粉末供給装置。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の粉末供給装置と、前記ホッパ底部における前記ス
ロット状の開口の下方に位置する可動ウェブと、前記ウェブに隣接し、前記スロット状の
開口の下方の前記ウェブ上の位置から離れて配置された被覆ローラと、を含む粉末供給シ
ステム。
【請求項８】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の第１粉末供給装置と、請求項１～６のいずれか１
項に記載の第２粉末供給装置と、を含み、前記第２粉末供給装置は、当該第２粉末供給装
置から分配された粉末が前記第１粉末供給装置の前記ホッパ内に分配されるように配置さ
れている、粉末供給システム。
【請求項９】
　側壁と底面を有するホッパであって、前記底面は第１と第２の円筒状ローラを含み、当
該２つのローラは互いに隣り合って配置され、当該ホッパ底面において当該２つのローラ
の間にスロット状の開口を規定するように構成されている、ホッパを含む粉末供給装置に
粉末を提供することと、
　粉末が前記スロット状の開口から分配されるように複数の粉末供給操作を行うことと、
を含み、
　各粉末供給操作は、
　ａ）前記第１ローラを定められた回転距離だけ回転させる工程と、
　ｂ）前記第１ローラを停止する工程と、
　ｃ）前記第２ローラを定められた回転距離だけ回転させる工程と、
　ｄ）前記第２ローラを停止する工程と、
　の一連の工程を含む、粉末供給方法。
【請求項１０】
　各粉末供給操作は、前記第１及び第２ローラに付着した前記粉末の一部を除去する工程
を更に含む、請求項９に記載の粉末供給方法。
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【請求項１１】
　各粉末供給操作は、前記第１及び第２ローラともに回転していない停止期間を更に含む
、請求項９又は１０に記載の粉末供給方法。
【請求項１２】
　側壁と底面を有するホッパであって、前記底面は第１と第２の円筒状ローラを含み、当
該２つのローラは互いに隣り合って配置され、当該ホッパ底面において当該２つのローラ
の間にスロット状の開口を規定するように構成されている、ホッパを含む粉末供給装置に
粉末を提供する工程を含み、
　前記第１ローラは、前記提供された粉末でまだ前記スロット状の開口を通過していない
粉末に少なくとも部分的に接している第１ホッパ対向面によって特徴付けられており、
　前記第２ローラは、前記提供された粉末でまだ前記スロット状の開口を通過していない
粉末に少なくとも部分的に接している第２ホッパ対向面によって特徴付けられており、
　前記第１ホッパ対向面が前記スロット状の開口の方向に移動するように前記第１ローラ
を断続的に回転させる工程を含み、
　前記第２ローラの回転方向が前記第２ホッパ対向面を前記スロット状の開口に向けて移
動させるように前記第２ローラを回転させる工程を含む粉末供給方法。
【請求項１３】
　前記第２ローラは断続的に回転される、請求項１２に記載の粉末供給方法。
【請求項１４】
　前記第１ローラが回転しているときは、前記第２ローラは停止している、請求項１２又
は１３に記載の粉末供給方法。
【請求項１５】
　前記第２ローラが回転しているときは、前記第１ローラは停止している、請求項１２～
１４のいずれか１項に記載の粉末供給方法。
【請求項１６】
　前記第１及び第２ローラに隣接し、前記スロット状の開口から離れて配置されたローラ
清掃部材を更に含む、請求項１～６のいずれか１項に記載の粉末供給装置又は請求項９～
１５のいずれか１項に記載の粉末供給方法。
【請求項１７】
　前記ローラ清掃部材はドクターブレードである、請求項１６に記載の粉末供給装置又は
粉末供給方法。
【請求項１８】
　少なくとも１つの前記ホッパ側壁の下方部分は前記スロット状の開口の方向に傾斜して
いる、請求項１～６又は請求項９～１７のいずれか１項に記載の粉末供給装置又は粉末供
給方法。
【請求項１９】
　前記スロット状の開口の幅は約０．３から５ｍｍの範囲である、請求項１～６又は請求
項９～１８のいずれか１項に記載の粉末供給装置又は粉末供給方法。
【請求項２０】
　前記スロット状の開口の長さは約０．５から１００ｃｍの範囲である、請求項１～６又
は請求項９～１９のいずれか１項に記載の粉末供給装置又は粉末供給方法。
【請求項２１】
　前記第１及び第２ローラのロックウェルＡ硬さは約３０よりも大きい、請求項１～６又
は請求項９～２０のいずれか１項に記載の粉末供給装置又は粉末供給方法。
【請求項２２】
　前記第１及び第２ローラは、平滑な円筒外表面を有する、請求項１～６又は請求項９～
２１のいずれか１項に記載の粉末供給装置又は粉末供給方法。
【請求項２３】
　前記第１及び第２ローラの前記円筒外表面は、５０マイクロインチ（１．２７ミクロン
）よりも小さい平均粗さを有する、請求項１～６又は請求項９～２２のいずれか１項に記
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載の粉末供給装置又は粉末供給方法。
【請求項２４】
　前記第１及び第２ローラはステンレス鋼を含む、請求項１～６又は請求項９～２３のい
ずれか１項に記載の粉末供給装置又は粉末供給方法。
【請求項２５】
　前記第１及び第２ローラはモータで駆動される、請求項９～２４のいずれか１項に記載
の粉末供給方法。
【請求項２６】
　前記粉末供給装置に提供する前に前記粉末をあらかじめ篩分する工程を更に含む、請求
項９～２５のいずれか１項に記載の粉末供給方法。
【請求項２７】
　提供される前記粉末は凝集性を有する、請求項９～２６のいずれか１項に記載の粉末供
給方法。
【請求項２８】
　提供される前記凝集性を有する粉末の安息角は約４０度より大きい、請求項２７に記載
の粉末供給方法。
【請求項２９】
　提供される前記凝集性を有する粉末のジェニケ流動性指数は約４未満である、請求項２
７又は２８に記載の粉末供給方法。
【請求項３０】
　提供される前記凝集性を有する粉末のカー指数は約２０より大きい、請求項２７～２９
のいずれか１項に記載の粉末供給方法。
【請求項３１】
　提供される前記凝集性を有する粉末の平均１次粒径は約２０ミクロン未満である、請求
項２７～３０のいずれか１項に記載の粉末供給方法。
【請求項３２】
　提供される前記凝集性を有する粉末は薬品を含む、請求項２７～３１のいずれか１項に
記載の粉末供給方法。
【請求項３３】
　提供される前記凝集性を有する粉末は２重量％を超える自由水を含む、請求項２７～３
２のいずれか１項に記載の粉末供給方法。
【請求項３４】
　分配される前記粉末は、平均寸法が２０～２０００ミクロンである微細塊を含む、請求
項９～３３のいずれか１項に記載の粉末供給方法。
【請求項３５】
　分配される前記粉末は移動しているウェブ上に直に落とされる、請求項９～３４のいず
れか１項に記載の粉末供給方法。
【請求項３６】
　前記ウェブは複数のマイクロディンプルを含むマイクロディンプル化された表面を有す
る、請求項３５に記載の粉末供給方法。
【請求項３７】
　１以上の前記マイクロディンプル内に、分配される前記粉末の少なくとも一部を満たす
工程を更に含む、請求項３６に記載の粉末供給方法。
【請求項３８】
　前記第１ローラは、前記提供された粉末でまだ前記スロット状の開口を通過していない
粉末に少なくとも部分的に接している第１ホッパ対向面によって特徴付けられ、前記第１
ローラの回転方向は前記第１ホッパ対向面を前記スロット状の開口に向けて移動させ、前
記第２ローラは、前記提供された粉末でまだ前記スロット状の開口を通過していない粉末
に少なくとも部分的に接している第２ホッパ対向面によって特徴付けられ、前記第２ロー
ラの回転方向は前記第２ホッパ対向面を前記スロット状の開口に向けて移動させる、請求
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項９～１９又は請求項２４～３７のいずれか１項に記載の粉末供給方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願）
　本出願は、２０１２年７月１９日に出願された米国仮特許出願第６１／６７３，４６０
号に基づく利益を主張し、その全体を参照により本明細書に組み込む。
【０００２】
　本発明は、一般に粉末供給装置及び粉末供給方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　粒体や粉末を供給することは液体を供給することよりも難しい。このことは、所定の容
量又は質量の物質を精度よく正確に供給しようとするときに明らかになる。粉末を供給す
るための多くの産業的な方法や装置があるが、これらの方法や装置はいくつかの不利な点
がある。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本開示の特徴及び利点は「発明を実施するための形態」及び「特許請求の範囲」を考慮
することにより理解される。これらの及び他の特徴や利点は、本発明の種々の実施形態に
関連して以下に記載する。この概要は、本発明のすべての実施形態やあらゆる適用形態を
記載するものではない。
【０００５】
　本開示の主題は、その装置及び方法の両者における様々な組み合わせにおいて、次のよ
うな実施形態を含みうる。
【０００６】
　１．側壁と底面を有するホッパであって、前記底面は第１と第２の円筒状ローラを含み
、当該２つのローラは互いに隣り合って配置され、前記ホッパ底面において当該２つのロ
ーラの間にスロット状の開口を規定するように構成されている、ホッパと、
　前記第１と第２のローラを回転させる駆動システムと、
　前記駆動システムを制御する制御システムと、を含み、
　前記駆動システム及び制御システムは、前記第１ローラを前記第２ローラとは独立して
断続的に回転させるように構成されている、粉末供給装置。
【０００７】
　２．前記駆動システム及び制御システムは、前記第２ローラを前記第１ローラとは独立
して断続的に回転させるように構成されている、実施形態１に係る粉末供給装置。
【０００８】
　３．前記駆動システムは、前記第１ローラと結合された第１モータと、前記第２ローラ
と結合された第２モータを含む、実施形態１又は２に係る粉末供給装置。
【０００９】
　４．前記制御システムは、前記第１モータのための第１コントローラと、前記第２モー
タのための第２コントローラとを含む、実施形態１～３のいずれか１に係る粉末供給装置
。
【００１０】
　５．前記制御システムは、前記第２ローラが停止しているときに前記第１ローラを回転
させるように構成されている、実施形態１～４のいずれか１に係る粉末供給装置。
【００１１】
　６．前記制御システムは、前記第１ローラが停止しているときに前記第２ローラを回転
させるように構成されている、実施形態１～５のいずれか１に係る粉末供給装置。
【００１２】
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　７．実施形態１～６のいずれか１に係る粉末供給装置と、前記ホッパ底部における前記
スロット状の開口の下方に位置する可動ウェブと、前記ウェブに隣接し、前記スロット状
の開口の下方の前記ウェブ上の位置から離れて配置された被覆ローラと、を含む粉末供給
システム。
【００１３】
　８．実施形態１～６のいずれか１に係る第１粉末供給装置と、実施形態１～６のいずれ
か１に係る第２粉末供給装置と、を含み、前記第２粉末供給装置は、当該第２粉末供給装
置から分配された粉末が前記第１粉末供給装置の前記ホッパ内に分配されるように配置さ
れている、粉末供給システム。
【００１４】
　９．側壁と底面を有するホッパであって、前記底面は、互いに隣り合って配置され、当
該ホッパ底面において２つのローラの間にスロット状の開口を規定するように構成された
第１と第２の円筒状ローラを含む、ホッパを含む粉末供給装置に粉末を提供することと、
　粉末が前記スロット状の開口から分配されるように複数の粉末供給操作を行うことと、
を含み、
　各粉末供給操作は、
　ａ）前記第１ローラを定められた回転距離だけ回転させる工程と、
　ｂ）前記第１ローラを停止する工程と、
　ｃ）前記第２ローラを定められた回転距離だけ回転させる工程と、
　ｄ）前記第２ローラを停止する工程と、
　の一連の工程を含む、粉末供給方法。
【００１５】
　１０．各粉末供給操作は、前記第１及び第２ローラに付着した前記粉末の一部を除去す
る工程を更に含む、実施形態９に係る粉末供給方法。
【００１６】
　１１．各粉末供給操作は、前記第１及び第２ローラともに回転していない停止期間を更
に含む、実施形態９又は１０に係る粉末供給方法。
【００１７】
　１２．側壁と底面を有するホッパであって、前記底面は、互いに隣り合って配置され、
当該ホッパ底面において２つのローラの間にスロット状の開口を規定するように構成され
た第１と第２の円筒状ローラを含む、ホッパを含む粉末供給装置に粉末を提供する工程を
含み、
　前記第１ローラは、前記提供された粉末でまだ前記スロット状の開口を通過していない
粉末に少なくとも部分的に接している第１ホッパ対向面によって特徴付けられており、
　前記第２ローラは、前記提供された粉末でまだ前記スロット状の開口を通過していない
粉末に少なくとも部分的に接している第２ホッパ対向面によって特徴付けられており、
　前記第１ホッパ対向面が前記スロット状の開口の方向に移動するように前記第１ローラ
を断続的に回転させる工程を含み、
　前記第２ローラの回転方向が前記第２ホッパ対向面を前記スロット状の開口に向けて移
動させるように前記第２ローラを回転させる工程を含む粉末供給方法。
【００１８】
　１３．前記第２ローラは断続的に回転される、実施形態１２に係る粉末供給方法。
【００１９】
　１４．前記第１ローラが回転しているときは、前記第２ローラは停止している、実施形
態１２又は１３に係る粉末供給方法。
【００２０】
　１５．前記第２ローラが回転しているときは、前記第１ローラは停止している、実施形
態１２～１４のいずれか１に係る粉末供給方法。
【００２１】
　１６．前記第１及び第２ローラに隣接し、前記スロット状の開口から離れて配置された
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ローラ清掃部材を更に含む、実施形態１～６のいずれか１に係る粉末供給装置又は実施形
態９～１５のいずれか１に係る粉末供給方法。
【００２２】
　１７．前記ローラ清掃部材はドクターブレードである、実施形態１６に係る粉末供給装
置又は粉末供給方法。
【００２３】
　１８．前記ホッパ側壁の下方部分は前記スロット状の開口の方向に傾斜している、実施
形態１～６又は実施形態９～１７のいずれか１に係る粉末供給装置又は粉末供給方法。
【００２４】
　１９．前記スロット状の開口の幅は約０．３から５ｍｍの範囲である、実施形態１～６
又は実施形態９～１８のいずれか１に係る粉末供給装置又は粉末供給方法。
【００２５】
　２０．前記スロット状の開口の長さは約０．５から１００ｃｍの範囲である、実施形態
１～６又は実施形態９～１９のいずれか１に係る粉末供給装置又は粉末供給方法。
【００２６】
　２１．前記第１及び第２ローラのロックウェルＡ硬さは約３０よりも大きい、実施形態
１～６又は実施形態９～２０のいずれか１に係る粉末供給装置又は粉末供給方法。
【００２７】
　２２．前記第１及び第２ローラは、平滑な円筒外表面を有する、実施形態１～６又は実
施形態９～２１のいずれか１に係る粉末供給装置又は粉末供給方法。
【００２８】
　２３．前記第１及び第２ローラの前記円筒外表面は、５０マイクロインチ（１．２７ミ
クロン）よりも小さい平均粗さを有する、実施形態１～６又は実施形態９～２２のいずれ
か１に係る粉末供給装置又は粉末供給方法。
【００２９】
　２４．前記第１及び第２ローラはステンレス鋼を含む、実施形態１～６又は実施形態９
～２３のいずれか１に係る粉末供給装置又は粉末供給方法。
【００３０】
　２５．前記第１及び第２ローラはモータで駆動される、実施形態９～２４のいずれか１
に係る粉末供給方法。
【００３１】
　２６．前記粉末供給装置に提供する前に前記粉末をあらかじめ篩分する工程を更に含む
、実施形態９～２５のいずれか１に係る粉末供給方法。
【００３２】
　２７．提供される前記粉末は凝集性を有する、実施形態９～２６のいずれか１に係る粉
末供給方法。
【００３３】
　２８．提供される前記凝集性を有する粉末の安息角は約４０度より大きい、実施形態２
７に係る粉末供給方法。
【００３４】
　２９．提供される前記凝集性を有する粉末のジェニケ流動性指数（Jenike flow index
）は約４未満である、実施形態２７又は２８に係る粉末供給方法。
【００３５】
　３０．提供される前記凝集性を有する粉末のカー指数（Carr index）は約２０より大き
い、実施形態２７～２９のいずれか１に係る粉末供給方法。
【００３６】
　３１．提供される前記凝集性を有する粉末の平均１次粒径は約２０ミクロン未満である
、実施形態２７～３０のいずれか１に係る粉末供給方法。
【００３７】
　３２．提供される前記凝集性を有する粉末は薬品を含む、実施形態２７～３１のいずれ
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か１に係る粉末供給方法。
【００３８】
　３３．提供される前記凝集性を有する粉末は２重量％を超える自由水を含む、実施形態
２７～３２のいずれか１に係る粉末供給方法。
【００３９】
　３４．分配される前記粉末は、平均寸法が２０～２０００ミクロンである微細塊を含む
、実施形態９～３３のいずれか１に係る粉末供給方法。
【００４０】
　３５．分配される前記粉末は移動しているウェブ上に直に落とされる、実施形態９～３
４のいずれか１に係る粉末供給方法。
【００４１】
　３６．前記ウェブは複数のマイクロディンプルを含むマイクロディンプル化された表面
を有する、実施形態３５に係る粉末供給方法。
【００４２】
　３７．前記マイクロディンプル内に、分配される前記粉末の少なくとも一部を満たす工
程を更に含む、実施形態３６に係る粉末供給方法。
【００４３】
　３８．前記第１ローラは、前記提供された粉末でまだ前記スロット状の開口を通過して
いない粉末に少なくとも部分的に接している第１ホッパ対向面によって特徴付けられ、前
記第１ローラの回転方向は前記第１ホッパ対向面を前記スロット状の開口に向けて移動さ
せ、前記第２ローラは、前記提供された粉末でまだ前記スロット状の開口を通過していな
い粉末に少なくとも部分的に接している第２ホッパ対向面によって特徴付けられ、前記第
２ローラの回転方向は前記第２ホッパ対向面を前記スロット状の開口に向けて移動させる
、実施形態９～１９又は実施形態２４～３７のいずれか１に係る粉末供給方法。
【００４４】
　本開示に係るこれらの、そして他の視点については、以下の図面を用いた詳細な説明に
より当業者には容易に明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】粉末供給装置の上方からみた概略斜視図である。
【図２】図１の粉末供給装置の概略平面図である。
【図３】図１のＢ方向から見た粉末供給装置の概略正面図である。
【図４】図１のＣ線に沿った粉末供給装置の概略側面断面図である。
【図５】粉末供給システムの概略図である。
【図６】実施例１における分配されたラクトース重量の時間関数を示すグラフである。
【図７】実施例２における分配されたアルブテロールサルフェート重量の時間関数を示す
グラフである。
【図８】実施例３－６における分配されたアルブテロールサルフェート重量の時間関数を
示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００４６】
　本開示は、本開示のさまざまな典型的な実施形態の詳細な説明を以下の添付図面を参考
にしつつ参照することにより、本発明の製造及び使用の方法が本発明の技術分野における
当業者には完全かつ容易に理解されるであろう。
【００４７】
　図面は必ずしも縮尺が合っているわけではなく、また図面中の類似の数字は類似の構成
部分を示すことがある。しかしある図面中である構成部分を示すのに用いた数字は他の図
面で類似の数字で示された構成部分に限定する意図ではないことが理解されるであろう。
【００４８】
　以下の説明において本書の一部である添付図面を参照するが、添付図面はいくつかの特
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定の実施形態を例示するためのものである。本開示の範囲又は本質から逸脱しない他の実
施形態についても考慮され、実施しうると理解されるべきである。したがって以下の詳細
な説明に限定的な意図はない。
【００４９】
　本書で用いるすべての科学的及び技術的用語は、他に特定しない限りその技術分野で通
常用いられる意味を持つ。本書における定義は本書で頻繁に用いられる用語の理解を促進
するためのものであり、本開示の内容を限定する意図はない。
【００５０】
　他に規定しない限り、明細書及び特許請求の範囲に用いる特徴的な寸法、量、及び物理
的特性を示す数字は、全ての場合において「約」という用語で修飾されていると理解され
るべきである。したがって、そうではないことが規定されていない限り、以下の明細書及
び特許請求の範囲に述べられた数値的パラメータは、ここで開示の内容を利用する当業者
が得ようと所望する特性によって異なりうる概略値である。
【００５１】
　両端の数字で規定された数字範囲の規定は、その範囲に含まれる全ての数字を含み（例
えば１から５というときは、１、１．５、２、２．７５、３、３．８０、４、及び５を含
む）、その範囲の全ての範囲を含む。
【００５２】
　本明細書及び特許請求の範囲で用いるように、「１つの（ａ，　ａｎ）」や「その（ｔ
ｈｅ）」といった単数形は、文脈において明確にそうではないことを記載しない限り、複
数の場合の実施形態も含む。本明細書及び特許請求の範囲で用いるように、「又は」とい
う用語は、文脈において明確にそうではないことを記載しない限り、「及び／又は」の意
も含んで用いる。
【００５３】
　１つの実施形態として粉末供給装置１００を図１～図４に示す。粉末供給装置１００は
粉末を保持するためのホッパ１０２を有する。円筒形の第１ローラ１０６と円筒形の第２
ローラ１０７が、ホッパ底部にスロット状の開口１０８を形成するように互いに平行にか
つ離れて配列されることによって、ホッパ１０２の底部を形成できる。第１及び第２ロー
ラ１０６、１０７は、それぞれ第１及び第２ホッパ対向面１１８、１１９を有することが
でき、それぞれホッパ内に保持された粉末と少なくとも部分的に接触しうる。第１及び第
２ローラ１０６、１０７は、それぞれ第１及び第２駆動シャフト１１０、１１１に結合さ
れうる。これらの駆動シャフトは１つの駆動システムの一部を構成するが、駆動システム
の残りの部分は図示されていない。実施形態として、駆動システムは第１駆動シャフト１
１０に結合された第１モータと第２駆動シャフト１１１に結合された第２モータを含む。
これらのモータは制御システムにより、それぞれのローラを他のローラとは独立して動か
すように、独立して制御することができる。制御システムは、第１ローラ１０６が第１ホ
ッパ対向面１１８が開口１０８の方向に動くように回転し、第２ローラ１０７が第２ホッ
パ対向面１１９が開口１０８の方向に動くように回転するように構成されうる。言い換え
れば、第１及び第２ローラ１０６、１０７は、それぞれ図４の矢印Ｄ、Ｅに示す方向へ回
転する。ホッパ１０２はホッパ内に粉末を保持するための側壁１０３を有する。図示する
ように、ホッパはローラ軸と平行なホッパの側面に傾斜側壁１０４、１０５を有する。こ
れらの傾斜側壁１０４、１０５は、粉末を各ローラ表面に導くように助けるものであり、
特に粉末がホッパ１０２から分配されずにいつまでも蓄積する傾向があるホッパ１０２の
「デッドスペース」を最小化することに役立つ。図示のように、ローラ軸に直角のホッパ
側壁は垂直でありうるが、他の実施形態として傾斜するか又はホッパ上部から下部へ粉末
が流下するのを促進するものであれば他の形状でもよい。同様に、傾斜側壁１０４、１０
５は図示のように傾斜しているが、他の実施形態では垂直か又はホッパ上部から下部へ粉
末が流下するのを促進するものであれば他の形状でもよい。ある実施形態では、ホッパ側
壁に接した振動要素（図示せず）をオプションとして含んで、ホッパ上部から下部へ粉末
が流下するのを補助してもよい。ドクターブレード１１４、１１５は、それぞれ第１及び
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第２ローラ１０６、１０７の、開口１０８を規定する領域とは略反対側で、各ローラに接
触して配置してもよい。ある場合には、ローラが回転するにしたがってホッパ内の粉末と
接触するため、少量の粉末がゆるく付着し、ドクターブレード１１４、１１５がローラ清
掃部材として粉末をローラからかき落とす役割を果たし、ホッパ内の粉末と接するローラ
表面を比較的きれいな状態にする。
【００５４】
　実施形態として、１又はそれ以上の粉末供給装置１００の部材を調整することができる
。例えば、一方又は両方の第１及び第２ローラ１０６、１０７を他方に対して可動とし、
開口１０８の幅を変えられるようにすることができる。ドクターブレード１１４、１１５
は第１及び第２ローラ１０６、１０７に対して調整可能とし、ローラの回転運動を過度に
制限することなくゆるく付着した粉末をローラから効果的に除去するようにすることがで
きる。実施形態として、傾斜側壁１０４、１０５は、その角度を変えられるように調整可
能とし、ホッパ内の粉末の下方流に影響を与えるようにすることができる。他の実施形態
として、粉末供給装置１００のすべての部材の寸法と向きを互いの関係において固定する
ことができる。
【００５５】
　上記の粉末供給装置を用いるもので乾燥粉末吸入製剤の調製に有用な、１つの実施形態
における粉末供給システム２００を図５に示す。傾斜側壁２０４、２０５、円筒形の第１
及び第２ローラ２０６、２０７及びスロット状の開口２０８を有するホッパ２０２を部分
的に満たすように粉末を２２０に提供する。第１及び第２ローラ２０６、２０７はそれぞ
れ第１及び第２ホッパ対向面２１８、２１９を有し、それぞれのホッパ対向面はホッパ内
に保持された粉末と少なくとも部分的に接触しうる。先に一般的に記載したように、ロー
ラは駆動シャフト、モータ、及び制御システム（図示せず）に結合されうる。使用時は、
ローラは互いに独立かつ交互に駆動されうる。つまり、第１ローラ２０６がまず矢印Ｄの
方向に定められた距離だけ回転され、停止される。次に第２ローラ２０７が矢印Ｅの方向
に定められた距離だけ回転され、停止される。ローラが動くにつれて、提供されるホッパ
内の粉末２２０の一部が開口２０８から分配された粉末２３０の細かな流れとなって流れ
出る。この第１ローラの回転、停止、次いで第２ローラの回転、停止というサイクルは、
単位粉末供給操作とみることができる。使用時は、この粉末供給操作が所望の粉末量が分
配されるまで何度も繰り返される。分配された粉末２３０は、移動しているウェブ２５０
上に重力で落下する。ローラの長さは、ウェブの端部を超えない範囲で所望の移動してい
るウェブの幅をカバーするように一般的に構成しうる。ウェブの所定の領域に分配される
粉末の量は、粉末供給装置２００から分配される粉末の分配速度を制御して制御可能であ
り、またウェブ２５０の移動速度を制御することによっても制御可能である。ウェブ２５
０はそれを矢印Ｆの方向に動かす引出しロール及び巻取りロール２４０、２４２のそれぞ
れによって動かすことができる。
【００５６】
　ウェブ２５０は、粉末供給装置の面するウェブの広範な面に複数の微小窪みを含む。ウ
ェブが矢印Ｆの方向に進むことによって、ウェブ上の粉末がウェブとともに粉末詰めステ
ージへ進む。粉末詰めステージは、ウェブに対して保持され矢印Ｇの方向に回転する駆動
ローラ２４４を含む。駆動ローラ２４４は、粉末の一部をウェブ２５０上の１以上の微小
窪みに詰める役割を果たす。ウェブ２５０が駆動ローラ２４４を過ぎた後にウェブの表面
上に残る余剰の粉末は、ウェブが巻取りローラ２４２に巻き取られる前にドクターブレー
ド２６０により除去される。このような粉末被覆プロセスの詳細は米国特許出願公開第２
０１０／０２２９８５９号明細書（Ｈｏｄｓｏｎ　ｅｔ　ａｌ．）にあり、この開示はそ
の全体を参照により本書に組み込む。このようなプロセスで形成された被覆されたウェブ
は、国際出願公開ＷＯ２０１０／１３５３４０号明細書（Ｈｏｄｓｏｎ　ｅｔ　ａｌ．）
及び米国特許第５４６９８４３号明細書に記載されているように、乾燥粉末吸入製剤の細
長いキャリヤとして用いられうる。これらの開示はその全体を参照により本書に組み込む
。
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【００５７】
　他の実施形態（図示せず）として、粉末供給システムは前述の第１粉末供給装置と、同
じく前述の第２粉末供給装置を用いることができる。第２粉末供給装置は、粉末を第１粉
末供給装置のホッパに分配するように配置することができる。つまり、第２粉末供給装置
からの分配粉末が第１粉末供給装置に提供される粉末となる。第１粉末供給装置は、この
粉末を上記のように分配する。このような配置構成は第１粉末供給装置からの流れの均一
性を向上させることができる。それは、第２粉末供給装置から分配される粉末はその大き
な塊が、例えば小さな塊に分解されることにより、十分に減少又は除去されてあたかも篩
にかけたようになるからである。つまり、第１粉末供給装置に提供される粉末は、その塊
状態について言えば高い均一度を有しているということである。
【００５８】
　他の実施形態として、図１～５に関して一般的に説明した粉末供給装置は、第１ローラ
が上述のように断続的に動くが、第２ローラは連続的又は半連続的に動くように運転して
もよい。
【００５９】
　他の実施形態として、図１～５に関して一般的に説明した粉末供給装置は、粉末供給運
転（又は粉末供給サイクル）中に両方のローラが回転している場合があってもよい。つま
り、第２ローラが動き出す前に第１ローラを停止する必要があるというよりむしろ、第１
ローラが停止する少し前に第２ローラを動かし始めればさしつかえない。１つの特別な場
合として、第１ローラを減速しているときに第２ローラの加速運動を開始する。
【００６０】
　ローラはさまざまな異なる材料で作られうる。ローラ設計における特徴は、概して、硬
く、及び／又は変形せず、分配する粉末に対して不活性であることである。好ましい実施
形態として、ローラの円筒外表面は概して平滑面である。
【００６１】
　「変形しない」という点について、これは大きなスケールと小さなスケールの両方に適
用されると理解すべきである。大きなスケールでは、粉末が押し込まれてローラ間のスロ
ット状の開口を通るときにローラのあいだに発生する力でローラ自体が全体的に曲がった
りたわんだりしないということである。つまり、スロット状の開口の幅が最初に固定値に
セットされたら、装置により分配される粉末の量やタイプにかかわらずその幅が一定に保
たれるということである。小さなスケールでは、ローラ表面は粉末の個々の粒子や塊状体
が、例えばもし表面が柔軟なエラストマーである場合に生じるような、表面が押し込まれ
たり表面に型がついたりすることがない程度の十分な硬さを有している。必要とされる特
定の硬度や非変形性は、装置から分配される粉末のタイプや量にある程度依存する。１つ
の例としてローラの表面硬度は、ＡＳＴＭ　Ｅ　１４０－０７「ブリネル硬さ、ビッカー
ス硬さ、ロックウェル硬さ、スーパーフィシャル硬さ、クヌープ硬さ、スクレロスコープ
硬さ間の金属の関係のための標準硬さ変換表」に規定されるさまざまな硬度スケールによ
る、ロックウェルＡスケールで約３０より大きく、ロックウェルＢスケールで約５０より
大きく、ビッカーススケールで約１００より大きく、ブリネルスケールで約９０より大き
く、又はクヌープスケールで約１００より大きい。適切なローラ材料を選択する際に考慮
すべき他の特徴にはコストや耐久性が含まれるが、このような選択は当業者には容易に理
解できる。ローラのための典型的な材料の例として鉄鋼、ステンレス鋼、アルミニウムと
いった金属類、セラミックス、及び／又はポリカーボネート、ポリエーテルエーテルケト
ン、アクリロニトリルブタジエンスチレンといった硬質プラスチック類が挙げられる。
【００６２】
　実施形態として、ローラの円筒外表面は概して平滑である。実質的にすべての表面はあ
る程度の表面粗さで特徴付けられると理解すべきである。平滑ということは、ローラ表面
の突起又は窪みは、分配される粉末の平均塊状体寸法に比べて一般に小さいということを
意味する。容易に理解されるように、このことは粉末の塊状体がローラ表面に押し付けら
れて付着して留まる傾向を最小化する。実施形態として、表面平均粗さ（Ｒａ）は５０マ



(12) JP 2015-529547 A 2015.10.8

10

20

30

40

50

イクロインチ（１．２７ミクロン）未満であり、ある実施形態では２０マイクロインチ（
０．５１ミクロン）未満であり、またある実施形態では１０マイクロインチ（０．２５ミ
クロン）未満である。平滑表面仕上げに加えて、一般にローラ表面は分配される粉末に対
して不活性であることが望ましい。ローラの相対的な不活性さは分配される特定の粉末に
よって変化するが、当業者には与えられた粉末に対して不活性な材料を選択することは容
易に理解できる。鉄鋼、ステンレス鋼、アルミニウムといった金属類、セラミックス、及
び／又はポリカーボネート、ポリエーテルエーテルケトン、アクリロニトリルブタジエン
スチレンといった硬質プラスチック類は広範な粉末に対して典型的に比較的不活性である
。
【００６３】
　他の実施形態として、一方又は両方のローラは機能的に平滑な表面を有する。つまり、
ローラはかなりの表面粗さ又は意図的な表面パターンを有するが、その粗さ又はパターン
は微細な凝集性粉末で比較的不可逆的に装荷され、又は満たされる。いったんその粗さ又
はパターンが少量の粉末で装荷され、又は満たされたあとは、ローラはあたかも平滑ロー
ラのように効果的に機能する。このように粉末で装荷されたローラは機能的平滑表面を有
する。
【００６４】
　ホッパ側壁は、粉末をホッパ内に保持するのに適した材料で作られる。ある実施形態で
は、ホッパ側壁はローラと同じ材料から作られ、粉末に対して同様の望ましい特徴を持つ
という利点を有する。しかし、粉末とホッパ側壁とのあいだのせん断力は、粉末とローラ
とのあいだのせん断力よりも小さくてよいことに注意すべきである。したがって、例えば
コストを最小化するためホッパ側壁はローラよりも耐久性の少ない材料で作るか、又は透
明な材料で作ってホッパ内の粉末のレベルを容易に観察できるようにすることが望ましい
。同様に、ホッパ側壁の表面仕上げはローラのそれと同じであってよく、例えばホッパ内
の粉末ホールドアップを最小化してもよいが、装置の重要な機能を変更することなくより
粗さの大きい表面としてもよい。
【００６５】
　ある実施形態では、ローラ表面が回転してスロット状の開口を過ぎたあと戻って再びホ
ッパ内の粉末と接触する前に、一方又は両方のローラ表面に付着した余剰の粉末を除去可
能な１以上のローラ清掃部材を含むことが望ましい。図１～図４に示すようにローラ清掃
部材はドクターブレードである。つまり、円筒ローラに対して保持された堅牢な部材であ
り、ローラ表面のゆるく付着した粉末をドクターブレードでかき落とすことができるが、
ローラは自由に回転できる。他の実施形態では、ローラ清掃部材はローラ表面に対して保
持された１以上のブラシ又はパッドを含む。他の実施形態では、ローラ清掃部材はロール
の表面から粉末を除去できるエアジェット又は真空吸引装置でもよい。
【００６６】
　スロット状の開口の寸法とローラの直径は一般に、分配する粉末のタイプと量や粉末を
分配したい領域の面積による。実施形態として、スロット状の開口の幅又は間隔は少なく
とも約０．２ｍｍであり、ある実施形態では少なくとも約０．３ｍｍであり、またある実
施形態では少なくとも約０．５ｍｍである。ある実施形態としてスロット状の開口の幅又
は間隔は約２ｍｍ未満であり、またある実施形態では約１．５ｍｍ未満であり、またある
実施形態では約１ｍｍ未満である。実施形態として、スロット状の開口の長さは少なくと
も約０．５ｃｍであり、ある実施形態では少なくとも約１ｃｍであり、またある実施形態
では少なくとも約２ｃｍである。ある実施形態では、スロット状の開口の長さは約１００
ｃｍ未満であり、ある実施形態では約５０ｃｍ未満であり、またある実施形態では約２０
ｃｍ未満である。実施形態として、ローラの直径は少なくとも約０．５ｃｍであり、ある
実施形態では少なくとも約１ｃｍであり、またある実施形態では少なくとも約２ｃｍであ
る。ある実施形態では、ローラの直径は約１０ｃｍ未満であり、またある実施形態では約
５ｃｍ未満であり、またある実施形態では約３ｃｍ未満である。
【００６７】
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　第１ローラは断続的に動かすことができる。断続的とは、ローラは回転段階と停止段階
とを交互に繰り返すことを意味する。上述のように、第１ローラはホッパの下部内表面の
一部を構成するローラ表面がスロット状の開口の方向に向かって移動する方向に動かすこ
とができる。この特定の断続運動は一般に、１回の回転段階でロールが移動する回転距離
（つまり全回転すると３６０°）、ローラが回転する速度（又は代替的に１回の回転段階
に要する時間）、及びローラの１回の停止段階に要する時間によって一般的に特徴付ける
ことができる。実施形態として、回転段階と停止段階の繰り返しは固定的で規則的であり
うる。つまり、各回転段階は同じ移動距離と速さを有し、各停止段階は同じ停止時間を有
する。実施形態として、１回の回転段階でローラが移動する回転距離は約３６０°未満で
あり、ある実施形態では約９０°未満であり、ある実施形態では約３０°未満であり、ま
たある実施形態では約１０°未満である。実施形態として、１回の回転段階でローラが移
動する回転距離は約０．５°より大きく、ある実施形態では約１°より大きく、ある実施
形態では約３°より大きい。実施形態として、１回の回転段階でローラが回転する平均速
度は、約１０°／ミリ秒未満であり、ある実施形態では約５°／ミリ秒未満であり、ある
実施形態では約１°／ミリ秒未満である。実施形態として、１回の回転段階でローラが回
転する平均速度は、約０．０１°／ミリ秒より大きく、ある実施形態では約０．０５°／
ミリ秒より大きく、ある実施形態では約０．１°／ミリ秒より大きい。実施形態として、
１回の回転段階でローラが回転する平均速度は、約２００ｃｍ／秒未満であり、ある実施
形態では約１００ｃｍ／秒未満であり、ある実施形態では約２０ｃｍ／秒未満である。実
施形態として、１回の回転段階でローラが回転する速度は、約０．２ｃｍ／秒より大きく
、ある実施形態では約１ｃｍ／秒より大きく、ある実施形態では約２ｃｍ／秒より大きい
。
【００６８】
　実施形態として、第２ローラは断続的に回転することにより動かすことができる。実施
形態として、回転距離、速度及び停止段階に滞留する時間は上述の第１ローラの運動とし
て説明した範囲と同じ範囲である。実施形態として、回転距離、速度及び停止段階に滞留
する時間は第１ローラと第２ローラとで同じであり得る。
【００６９】
　実施形態として、第１ローラと第２ローラとは、その動きがまったく同期しないで動き
、停止しうる。つまり、第１ローラは第２ローラが停止している間中回転し、第２ローラ
は第１ローラが停止している間中回転する。
【００７０】
　他の実施形態では、第１ローラが回転している間は第２ローラは停止し、第２ローラが
回転している間は第１ローラは停止しているが、どちらのローラも回転していない時間が
さらに存在する。両方のローラが停止しているこの「停止」又は「アイドリング」段階で
は、粉末は分配されない。特に、例えばスロット状の開口寸法やローラの回転速度といっ
た他のシステムパラメータを変えることなく全体としての粉末分配速度を調整するために
このような方法は便利である。停止時間は、ローラの所定の回転距離と速度において所望
の全体供給速度を達成するために適宜変更することができる。実施形態として、停止時間
は約１ミリ秒より大きく、ある実施形態では約１０ミリ秒より大きく、ある実施形態では
約２５ミリ秒より大きい。実施形態として、停止時間は約１０００ミリ秒未満であり、あ
る実施形態では約５００ミリ秒未満であり、ある実施形態では約１００ミリ秒未満である
。
【００７１】
　任意の所定の時間に一方のローラだけが回転することが好ましいが、両方のローラが回
転する重複時間があってもよい。例えば実施形態として、第１ローラを停止状態に向けて
減速しつつ、同時に第２ローラを停止状態から加速することができる。これにより、一方
は加速中で他方は減速中ではあるが、両方のローラが動いている。
【００７２】
　２つのローラは互いに独立して回転する。つまり、これらは必ずしも互いに足並みを揃
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えて一緒に動き一緒に停止するわけではない。両者が同時に動いている瞬間、又は同時に
停止している瞬間があっても、両者は互いに独立して動いている。なぜなら、一方が動い
ていて他方が停止している他の瞬間があるからである。同様に、駆動及び制御システムが
、両者が完全且つ正確に位相をはずして（同期せずに）動くように構成されていたとして
も、両者は互いに独立して動く。
【００７３】
　駆動システムは、第１ローラと第２ローラを動かし又は回転させるのに適切な機構及び
動力源であればなんでもよい。最も典型的な駆動システムは、円筒ローラの中心軸に沿っ
たシャフトに適切なギアを介して接続された１以上のモータである。実施形態として、駆
動システムは、第１ローラに第１ギアセットを介して接続された第１モータと、第２ロー
ラに第２ギアセットを介して接続された第２モータとを有する。これにより、第１モータ
及び第２モータを互いに独立して運転することにより、第１ローラ及び第２ローラを互い
に独立して動かすことができる。制御システムは、駆動システムの動きを指揮する適切な
システムであればよい。最も典型的には、駆動システム（例えばモータ）に信号を送って
各ローラを所望の速度で動かす電気製品又はコンピュータコントローラである。制御及び
駆動システムは、粉末供給プロセスに影響するパラメータについて調整可能でありうる。
つまり制御システムは、第１ローラ及び／又は第２ローラの速度、第１ローラ及び／又は
第２ローラの回転距離、第１ローラ及び／又は第２ローラの回転段階の間の停止時間の何
れか又はすべてを独立して調整するようにユーザが入力可能である。ある実施形態では、
これらのパラメータのいくつかは固定されるが、それでもそれらは第１ローラと第２ロー
ラのために独立して選択できることに注意すべきである。例えば、駆動システムの一部は
制御システムと呼応してローラの断続的及び交互的回転を発生させるように働く。例えば
、１つのモータで、両方のローラをギアを用いて第１ローラと第２ローラを異なる間隔又
は速度で動かすようにすることができる。このようなギアの例として、歯が部分的に欠け
ているギアホイールがあり、このギアホイールにより第１ローラシャフトと第２ローラシ
ャフトと交互に相互作用する。その場合、モータ速度を調節すると第１ローラと第２ロー
ラの両方の回転速度に同じ程度の影響を与える。しかし全体の設計により、それでも第１
ローラは第２ローラと独立して回転する。実施形態として、制御システムは操作者によっ
て調整することはできず、特定の粉末供給操作に適した固定された数値を有している。
【００７４】
　実施形態として、粉末供給装置を用いる粉末供給方法は一般に上述した通りである。そ
の方法は、粉末を粉末供給装置に提供する第１の工程を含む。一連の粉末供給操作が行わ
れ、各粉末供給操作は第１ローラを一定の回転距離だけ回転させ、そして停止させる工程
を含む。第１ローラの停止後、第２ローラを一定の回転距離だけ回転させ、そして停止さ
せる。第１ローラを動かした後に第２ローラを動かすというサイクルを、所望の量の粉末
が分配されるまで繰り返す。
【００７５】
　提供される粉末は一般に非自由流動性粉末である。非自由流動性のため、その粉末は上
述のように停止している粉末供給装置に満たされ、粉末がスロット状の開口をまたいでア
ーチ又は橋を形成することを意味する。つまり、ローラの動き又は粉末を強制的に動かす
何かがなければ、粉末はスロット状の開口を通って流れることはない。それに対して、自
由流動性粉末は、単に粉末にかかる重力によってスロット状の開口から流れ出る。
【００７６】
　実施形態として、提供される粉末は凝集性でありうる。つまり、粉末の個々の粒子が互
いに付着し合い、粉末の流動性を阻害する傾向を有する。微粉状の粉末、つまりマイクロ
化された粉末がしばしば凝集性を持つことはよくあることである。粉末が凝集性を持つ他
の影響は、粒子の形状であり、不規則で非球体状の形状はしばしば凝集性を高める結果と
なる。また自由水分量も粒子間の毛細管力の原因となり、凝集性を高める結果となる。以
下に述べるように、さまざまな粉末凝集性の定量的測定法がある。
【００７７】
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　実施形態として、提供される粉末の安息角は約４０°より大きく、ある実施形態では約
５０°より大きく、ある実施形態では約６０°より大きい。安息角はＡＳＴＭ　Ｄ６３９
３－０８「カール指数によるバルク固体特性化標準試験方法」にしたがって測定される。
【００７８】
　実施形態として、提供される粉末は約４未満のジェニケ流動指数を持ち、ある実施形態
では約３未満であり、ある実施形態では約２未満である。ジェニケ流動指数はＡＳＴＭ　
Ｄ６１２８－０６「ジェニケせん断セルを用いるバルク固体のせん断試験のための標準試
験方法」にしたがって測定される。
【００７９】
　実施形態として、提供される粉末のカール圧縮性指数は約１５より大きく、ある実施形
態では約２０より大きく、ある実施形態では約２５より大きい。カール圧縮性指数はＡＳ
ＴＭ　Ｄ６３９３－０８「カール指数によるバルク固体特性化標準試験方法」にしたがっ
て測定される。
【００８０】
　実施形態として、粉末の自由水含有量は２重量％より大きく、ある実施形態では５重量
％より大きく、ある実施形態では１０重量％より大きい。一般的に自由水とは、粉末に吸
着され、水分を除去する乾燥条件下で除去される水分であるが、それ以外は粉末を変える
こと（例えば化学的分解、溶解、又は結晶形態の変化等を引き起こすこと）はないとみな
されている。これは例えばαラクトース一水和物のような水和分子中の結合している水や
、結晶粉末に取り込まれた水とは対照的である。自由水含有量は、一般にある粉末を適切
な条件下で乾燥したときの重量減少で測定される。
【００８１】
　実施形態として、提供される粉末の塊状化していない１次粒子の平均径は約５０ミクロ
ン未満であり、ある実施形態では約２０ミクロン未満であり、ある実施形態では約１０ミ
クロン未満である。
【００８２】
　実施形態として、提供される粉末は平均寸法が約２ｍｍ以上の比較的大きな塊状体を少
なくとも部分的に含む。多くの場合、塊状体は寸法が不規則であり、寸法が測定する向き
によって変わるという特徴を有する。不規則な塊状体の寸法は、その塊状体と同じ容積を
持つ球体と同等であるとされうる。そこで不規則な塊状体の平均寸法は均等球体の直径と
して報告した。理論に拘束されるわけではないが、提供された粉末をスロット状の開口を
通して分配する工程は、粉末に、提供された粉末の塊状体を破砕する傾向のある、せん断
力を与えるため、分配された粉末はより細かく分散されていると考えられている。実施形
態として、分配された粉末は平均寸法が２０００ミクロン未満の細かな塊状体を少なくと
も部分的に含み、ある実施形態では２００ミクロン未満であり、ある実施形態では５０ミ
クロン未満である。実施形態として、分配された粉末は平均寸法約０．５ｍｍ以上の大き
な塊状体を実質的に含まない。実施形態として、提供された粉末はあらかじめ篩分されて
いる。つまり、粉末は大きな塊状体を破砕するふるい工程を通ってきている。そのような
場合、提供される粉末はすでに細かな塊状体を含みうる。しかし提供される粉末にかかる
せん断力は分配される粉末の塊状体をさらに粉砕してより小さな塊状体とする。
【００８３】
　提供される粉末は広い範囲の異なる材料でよく、限定するわけではないが、食品、薬剤
、化粧品、研磨粒子、吸収剤を含む。
【００８４】
　実施形態として、提供される粉末は薬剤又は薬品である。錠剤やカプセル等の経口処方
（投与）、経皮パッチ等の経皮処方（投与）、クリームやジェル等の塗布処方（投与）、
乾燥粉末吸入器、定量吸入器、ネブライザ等の吸入処方（投与）を含むすべての種類の医
薬品処方（投与）形態を調製するにあたり、正確かつ精度のよい粉末分配が望まれる。分
配された粉末は、特に乾燥粉末吸入器に用いることが望ましい。それは、乾燥粉末吸入器
内の薬品は、患者が吸入するまでは粉体のままであり、吸入粉体は非常に細かいサイズが
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一般に望ましいからである。
【００８５】
　好適な薬剤は、固体状の又は固体状の担体に含まれた薬品又は薬品の組み合わせである
。好適な薬品は、気管支拡張剤等の呼吸器疾患治療薬、副腎皮質ステロイド等の抗炎症剤
、抗アレルギー剤、抗ぜんそく剤、抗ヒスタミン剤、及び抗コリン作用剤のを含む。食欲
抑制剤、抗うつ剤、降圧剤、抗腫瘍剤、咳止め薬、抗狭心症薬、抗感染薬（例えば抗菌剤
、抗生物質、抗ウイルス剤）、抗偏頭痛薬、抗ペプシン活性剤、ドーパミン作動薬、鎮痛
剤、ベータアドレナリンブロック剤、心臓脈管薬、血糖降下剤、免疫促進剤、肺表面活性
剤、プロスタグランジン、交感神経様作用薬、トランキライザ、ステロイド、ビタミン及
び性ホルモン、ワクチン及び他の治療用蛋白質、及びペプチドといった薬品も適用可能で
ある。
【００８６】
　吸入処方に適した薬品群として、アドレナリン、アルブテロール、アトロピン、ベクロ
メタゾン、ジプロピオネート、ブデソニド、ブチクソコルトプロピオネート、シクレソニ
ド、クレマスチン、クロモリン、エピネフリン、エフェドリン、フェンタニル、フルニソ
ライド、フルチカゾン、フォルモテロール、イプラトロピウムブロマイド、イソプロテレ
ノール、リドカイン、モメタゾン、モルヒネ、ネドクロミル、ペンタミジンイソエチオネ
ート、ピルブテロール、プレドニゾロン、レシキモド、サルメテロール、テルブタリン、
テトラサイクリン、チオトロピウム、トリアムシノロン、ビランテロール、ザナミビル、
４－アミノ－α,α,２－トリメチル－１Ｈ－イミダゾ[４,５－ｃ]キノリン－１－エタノ
ール、２,５ジエチル－１０－オキソ－１,２,４トリアゾロ[１,５－ｃ]ピリミド[５,４－
ｂ][１,４]チアジン、１－（１－エチルプロピル）－１－ヒドロキシ－３－フェニル尿素
、及び薬剤的に許容可能なこれらの塩類と溶媒和物、及びこれらの混合物が含まれる。
【実施例】
【００８７】
（実施例１）
　図１～図５に示す設計の粉末供給装置を用いた。２つの円筒ローラを互いに隣り合わせ
て（同じ水平面で）平行に配置した。各ローラは、長さ約４．４ｃｍ、直径２．５ｃｍの
研磨ステンレス鋼から製造した。ローラの平均粗さ（Ｒａ）は約０．２５ミクロン（１０
マイクロインチ）であった。２つのローラ間のスロット状の開口は０．８ｍｍにセットし
た。ローラは、交互の順に回転する（一方のローラが回転中、他方のローラは停止してい
る）ようにプログラムされたＳＭ２３１６Ｄ－ＰＬＳ２スマートモーターズ（登録商標）
（アニマチックスコーポレーション、サンタクララ、カリフォルニア州）によって独立し
て駆動された。各ローラは対向するローラの方向に４．１°の段階的回転をした。各段階
的回転には合計で約２４．５ミリ秒要した。それぞれのローラ回転の間には停止時間は設
けなかった。ステンレス鋼のドクターブレードが互いに対向して配置された。
【００８８】
　粉末供給装置のホッパ部は、内のりが約５．１ｃｍ（長さ）、約４．４ｃｍ（幅）、約
２．４ｃｍ（ローラの上部表面から測定した高さ）のアルミニウムで作られた。円筒ロー
ラの長さ方向に配列されたホッパ側壁はそれぞれスロット状の開口に向かって６２°の角
度で傾斜していた。
【００８９】
　平均粒径が２．６５ミクロンの微細化されたラクトース（マイクロンテクノロジーズ、
マルバーン、ペンシルベニア州）をホッパに加えて満たし、重力とローラの回転により装
置からラクトースを供給した。粉末供給プロセスは２１℃、相対湿度４０％で行われた。
粉末供給測定の間、ホッパを満たしておくために追加のラクトースがホッパに加えられた
。
【００９０】
　操作の定常状態を達成するために、測定を行う前に装置を５分間運転した。４０分間に
わたり、装置から供給されたラクトース量（グラム）が所定の点で自動的に測定され、記
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速度は毎分０．５６グラム（Ｒ２＝０．９９９９）と測定された。
【００９１】
【表１】

【００９２】
（実施例２）
　実施例１で説明した粉末供給装置を用いた。ラクトースのかわりに、平均粒径が１．５
ミクロンのアルブテロールサルフェート、３Ｍ、ノースリッジ、カリフォルニア州（　プ
ランテックス（Ｔｅｖａ）から受領した３Ｍ微細化物質をホッパに加えて満たし、アルブ
テロールサルフェートを重力とローラの回転により装置から供給した。粉末供給プロセス
は２１℃、相対湿度４０％で行われた。粉末供給測定の間、ホッパを満たしておくために
追加のアルブテロールサルフェートがホッパに加えられた。
【００９３】
　実施例１から次のパラメータを変更した。各ローラは対向するローラの方向に（４．１
°の段階的回転ではなく）２．９°の段階的回転とされ、各段階的回転には合計で約２４
．５ミリ秒要した。２つのローラの間のスロット状の開口は（０．８ｍｍではなく）０．
９ｍｍにセットされた。
【００９４】
　それぞれのローラ回転の間に停止時間は設けなかった。装置は測定する前に数秒間運転
された。２分間にわたり、装置から供給されたアルブテロールサルフェート量（グラム）
が所定の点で自動的に測定され、記録された。結果を表２に示す。結果をプロット（図７
に示す）し、アルブテロールサルフェート供給速度は毎秒７２ミリグラム（Ｒ２＝０．９
９９９）と測定された。
【００９５】
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【表２】

【００９６】
（実施例３）
　それぞれのローラの回転の間に（停止時間を設けないのではなく）停止時間を２４．５
ミリ秒セットしたことを除いて実施例２で説明した試験手順に従った。
【００９７】
　装置は測定する前に数秒間運転された。３分間にわたり、装置から供給されたアルブテ
ロールサルフェート量（グラム）が所定の点で自動的に測定され、記録された。結果を表
３に示す。結果をプロット（図８に示す）し、アルブテロールサルフェート供給速度は毎
秒２１．５ミリグラム（Ｒ２＝０．９９８９）と測定された。
【００９８】
（実施例４）
　それぞれのローラの回転の間に（停止時間を設けないのではなく）停止時間を４９ミリ
秒セットしたことを除いて実施例２で説明した試験手順に従った。
【００９９】
　装置は測定する前に数秒間運転された。３分間にわたり、装置から供給されたアルブテ
ロールサルフェート量（グラム）が所定の点で自動的に測定され、記録された。結果を表
３に示す。表３の結果をプロット（図８に示す）し、アルブテロールサルフェート供給速
度は毎秒１２．６ミリグラム（Ｒ２＝０．９９９８）と測定された。
【０１００】
（実施例５）
　それぞれのローラの回転の間に（停止時間を設けないのではなく）停止時間を７３．５
ミリ秒セットしたことを除いて実施例２で説明した試験手順に従った。
【０１０１】
　装置は測定する前に数秒間運転された。３分間にわたり、装置から供給されたアルブテ
ロールサルフェート量（グラム）が所定の点で自動的に測定され、記録された。結果を表
３に示す。表３の結果をプロット（図８に示す）し、アルブテロールサルフェート供給速
度は毎秒１０．２ミリグラム（Ｒ２＝０．９９９９）と測定された。
【０１０２】
（実施例６） 
　それぞれのローラの回転の間に（停止時間を設けないのではなく）停止時間を１８４ミ
リ秒セットしたことを除いて実施例２で説明した試験手順に従った。
【０１０３】
　装置は測定する前に数秒間運転された。３分間にわたり、装置から供給されたアルブテ
ロールサルフェート量（グラム）が所定の点で自動的に測定され、記録された。結果を表
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度は毎秒５．６ミリグラム（Ｒ２＝０．９９９４）と測定された。
【０１０４】
【表３】

【０１０５】
　本発明はここに説明した特定の実施例に限定されると解するのではなく、添付の特許請
求の範囲に明白に記載した本発明の観点をすべてカバーすると解されるべきである。さま
ざまな変形、均等のプロセス、及び本発明が実施可能な多くの構成が、本明細書を読んだ
本発明の分野の当業者には容易に明らかである。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図６】
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【図８】
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